
（建助様式第２号)(H28.10.1改正）

代表者印

- -

（注１）④ハ 「講習実施機関名（主催者名）」は登録教習機関等へ委託する場合に記入してください。

（注３）この計画届を提出するときは裏面の注意事項を参照してください。

（平成２７．４）

建設労働者確保育成助成金（技能実習コース（経費助成･賃金助成））計画届　　　　　　記入例
〔建設事業主用〕

茨城　労働局長　殿

（　　　　　　　　　公共職業安定所長経由）

建設労働者確保育成助成金（技能実習コース（経費助成）／技能実習コース（賃金助成））の計画の届出を行います。

　（届出年月日）平成 29 年 6 月 15 日

中小建設事業主等の名称 ㈱職安建設

ロ 常用労働者 　　　　　　　　１０　　人
（　ﾌ　ﾘ　ｶ　ﾞﾅ　） 　　　　　　ショクアン　タロウ

＜計画の届出を行う際の注意＞
○労働局において計画の届出が受理された場合についても、支給申請時に支給申請書及び添付書類において支給要件を満たさな
いことを確認した場合は、支給できません。

＜支給申請を行う際の注意＞
○技能実習コース（経費助成・賃金助成）の助成金は、その雇用する建設労働者（雇用保険の被保険者に限られます。）へ技
　能実習を所定労働時間内に受けさせ、その期間、建設労働者に所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金の額以上
　の額の賃金を支払った中小建設事業主等に対して支給されます。
○所定労働時間外に実施する場合は所定の賃金を支払うこと、所定労働日以外の休日に実施する場合は振替休日を与える又は
　所定の賃金を支払うことが必要です。
○「通常の賃金の額」とは、当該労働者の時間外、休日及び深夜の割増賃金の算定の基礎となる時間当たり賃金の額に当該労
　働者の１日平均所定労働時間数を乗じて得た額をいいます。

①

申

請

者

②
事
業
内
容

イ 業　　　　種 土木工事業（　ﾌ　ﾘ　ｶ　ﾞﾅ　） ショクアンケンセツ

〒　○○○－○○○○

ニ 建設業許可番号
　　大臣
　　知事　　般－２６第○○○号

所　　　　在　　　　地 茨城県水戸市○○町１－２－３

代表者の役職名及び氏名 代表取締役　職安　太郎　代表者印
ハ

資本金・
出資総額

                １，０００   万円

　　　　（日中連絡先111-111-1111）

（　ﾌ　ﾘ　ｶ　ﾞﾅ　）
代理人又は提出代行者・事務代理者の名称

③
訓
練
実
施
事
業
所

イ 名  称 ㈱職安建設

　　　　（電話000-000-0000　）

ロ 所在地
〒　○○○－○○○○

茨城県水戸市○○町１－２－３

000-000-0000

ハ
担当者の氏名

及び役職 庶務課　安定三子
（　ﾌ　ﾘ　ｶ　ﾞﾅ　）

〒

ホ
雇用保険適用
　事業所番号

所　　　　在　　　　地

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

氏　　　　　　　　　名
ニ

電話番号
（日中連絡先）

0 0 0 0 00 8 0 0

④
技
能
実
習
計
画

イ 実習内容
(裏面２(3)イの番号を選択) 4 ロ 実施日 　３日　（平成 29 年 7 月 1 日　～　平成 29 年 7 月 3 日）

ハ 講習実施機関名
（主催者名） ○○教育訓練センター  （電話）　222-222-2222

二 実施場所

学 科

0 0

ト 訓練を受講する労働者か
らの費用徴収予定の有無

有　　　・　　　無 チ その他費用徴収予定の有無 有（内容：　　　　　　　　　　　　　　　）・　無

　(ｲ) 名称   ○○教育訓練センター水戸教習所　(ﾛ) 所在地　　茨城県水戸市△△２－２－２

実 技 　(ｲ) 名称   ○○教育訓練センター水戸教習所　(ﾛ) 所在地　　茨城県水戸市△△２－２－２

ホ 支給対象者数 　　３　人
ヘ 本事業の実施や対象労働者に関して公共機

関からの補助や助成金の有無
有（名称：   　         　　　　       　 　　　）・　無

（注２）１つの技能実習について、一人当たり１０万円が経費助成の限度額です。また、一人当たり２０日分が賃金助成の
         限度額です。

※　管轄労働局処理欄

受　理　番　号：

受　　付　　印

印

印

裏面の２記入上の

注意（３）イを参照

してください。



（建助様式第2号の裏面）

　　１　提出上の注意

　　２　記入上の注意

　　３　届出を行った計画の変更

４　その他

　　届出を行った計画について、次のような変更を行うときは、「建設労働者確保育成助成金に係る計画変更届」（建助
　様式第９号）により原則事業の実施前までに変更の届出を行ってください。
　　　④イ「実習内容(裏面２(3)イの番号を選択)」、④ロ「実施日」、④ハ「講習実施機関名（主催者名）」、④ニ「
　　実施場所」に変更が生じた場合

(1)　労働局において計画届が受理された場合についても、支給申請時に支給申請書及び添付書類において支給要件を満
　　たさないことを確認した場合は、支給できません。
(2)　偽りその他不正の行為により助成金の不支給措置がとられている場合は助成金を支給できないなど、助成金の支給
　　には一定の要件があります。
(3)　助成金の支給に関して管轄労働局又はハローワークに提出した書類等の写しを支給決定日から起算して５年間保存
　　してください。
(4)　偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた場合は、支給した助成金の全部又は一部を返還していただきま
　　す。
(5)　助成金について不明な点がありましたら、管轄労働局又はハローワークにお問い合わせください。

(1) この建設労働者確保育成助成金（技能実習コース（経費助成･賃金助成））の計画届（以下「計画届」といいます。
　）は、建設事業主が技能実習を実施する場合に、所在地を管轄する都道府県労働局（以下「管轄労働局」といいます。
　）長又はハローワークに提出するものです。
(2) この計画届は、次の書類を添付して、技能実習を実施しようとする日の２か月前から原則として１週間前までに、管
　　轄労働局又はハローワークに提出してください。
　　なお、計画届提出時点において提出が困難な場合には、訓練開始日の前日までに当該添付書類を提出してください。
　イ　訓練内容等が確認出来る書類（実施主体の概要、内容、実施日、実施場所等の分かる書類（事前に対象者に配布し
　　たもの等）や訓練カリキュラム、受講パンフレット等）
　ロ　指導員・担当科目表（建助様式第２号別紙）及び指導員の履歴書等（④イ「実習内容」が１又は５に該当する場合
　　（登録教習機関等に委託する場合を除く。））
　ハ　その他管轄労働局長が必要と認める書類

(1) ①「申請者」欄は、申請を行う事業主の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入し押印してください。また、申
　請者が代理人の場合、「申請者」欄に当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入（押印
　不要)した上、申請者の記名押印等をして、委任状(任意様式)(写)を添付してください。また、申請者が社会保険労務
　士法施行規則第16条第２項に規定する提出代行者又は同施行規則第16条の３に規定する事務代理者である社会保険労務
　士である場合は、当該助成金に係る事業主の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入し、押印するとともに、提出
　代行者又は事務代理者の名称、氏名、所在地を記入し、押印してください。

(2) ②「事業内容」欄は、次により記入してください。
　イ　②イ「業種」欄は、建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に定める別表の建設業の種類を記入してくだ
　　さい。
　ロ　②ロ「常用労働者」欄は、当該企業の常用労働者数を記入してください。なお、常用労働者とは、２か月を超えて
　　使用される者（実態として２か月を超えて使用されている者のほか、それ以外の者であっても雇用期間の定めのない
　　者及び２か月を超える雇用期間の定めのある者を含む。）であり、かつ、週当たりの所定労働時間が、当該事業主に
　　雇用される通常の労働者と概ね同等（現に当該事業主に雇用される通常の労働者の週当たりの所定労働時間が４０時
　　間である場合は、概ね４０時間である者をいう。ただし、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）の特例として、所
　　定労働時間がいまだ４０時間を上回っている場合は、「概ね同等」とは、概ね当該所定労働時間を指す。）である者
　　をいいます。
　ハ　②ハ「資本金・出資総額」欄は計画届提出時における資本金又は出資の総額を記入してください。

(3) ④「技能実習計画」欄は、次により記入してください。
　イ　④イ「実習内容(裏面２(3)イの番号を選択)」欄は建設労働者に受けさせる技能実習の番号を次表より選択してく
    ださい。

建設労働者確保育成助成金（技能実習コース（経費助成･賃金助成））の計画の届出について

　ロ　④ロ「実施日」欄は技能実習を実施する日数及び技能実習の初日と終日の日付を記入してください。
　ハ　④ハ「講習実施機関名（主催者名）」欄は技能実習を委託して実施する場合に記入してください。
　ニ　④ホ「支給対象者数」欄は、当該助成金の支給対象となる受講者の人数を記入してください。
　ホ　④ヘ「本事業の実施や対象労働者に関して公共機関からの補助や助成金の有無」欄が「有」の場合は当該助成金の
　　支給対象とならない場合があります。
　ヘ　④ト「訓練を受講する労働者からの費用徴収予定の有無」欄が「有」の場合、当該助成金の支給助成対象となりま
　　せん。
　ト　④チ「その他費用徴収予定の有無」欄は、④ヘや④ト以外に技能実習を実施するにあたり費用を徴収する場合は金
　　額を記載してください。算定対象額から差し引くこととなります。

建設業法施行規則に規定する登録基幹技能者講習

職業能力開発促進法に規定する技能検定試験のための事前講習

労働安全衛生法に基づく教習および技能講習

労働安全衛生法に基づく危険有害業務従事者に対する安全衛生教育

労働安全衛生法で定める特別教育

建設工事における作業に直接関連する実習（２から８以外のもの）

8 建設業法で定める技術検定に関する講習

番号

6

5

4

3

2

1

実習内容

技能継承に係る指導方法の向上のための講習7


